
 

 

 

県営林立木売払のご案内 

 

―南砺市真川（県行）県営林― 
FM 認証林 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現地下見案内 令和７年６月 11 日（水） 
 入札実施日  令和７年６月 25 日（水） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

富山県農林水産部森林政策課 

 

 



目次 

 

◎売払物件、入札参加資格                   １ 

◎売払物件位置図                       ３ 

◎現地下見案内集合場所位置図                                  ４ 

◎入札、売買契約、伐採搬出のスケジュール概要         ５ 

◎入札受付場所案内図                                          ６ 

◎入札日の持参品等                                          ７ 

◎入札保証金について                                         ８ 

◎富山県報公告                                             １０ 

◎入札心得書                                                １３ 

◎入札書、委任状様式                                        １４ 

◎売買契約書（案-1） ＜延納特約のない場合＞                １６ 

◎売買契約書（案-2） ＜延納特約のある場合＞                ２０ 

 

 

 

 

 

 お問い合わせ先 

 〒９３０－０００４ 

 富山市桜橋通り5-13 富山興銀ビル4階 

 富山県農林水産部森林政策課森林整備係 

 TEL ０７６－４４４－３３８６（直通） 

 

  



- 1 - 

 

◎売払物件（立木） 

 所 在 地 

 

樹 種 

 

本 数 

（本） 

立木材積 

（立方メートル） 

予定価格 

（円） 

富山県南砺市 

真川（県行） 

県営林 

ス ギ 937本 1449.510 
 

3,336,400 

 

ヒノキ 10本 13.077 

合計 947本 1462.587 

 備考 予定価格とは、あらかじめ県が定めた最低売払価格をいう。 

   （消費税及び地方消費税に相当する額は含めない。） 

 

◎入札参加資格 

 富山県内において木材（素材（薪炭用材及びきのこ生産原木を除く。）、製材、特殊用材

（集成材等）及び木材チップ）の生産又は販売を業とする者とします。 

 ただし、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項に

規定する一般競争入札に参加することができない者又は同条第２項各号に掲げ

る者は入札に参加できません。 

当県営林は、FM（Forest Management）認証林であり、主伐の際は別添とな

み地区木材林業振興協議会 FM 認証グループにおける「森林作業共通仕様書」

に従って施業を行う必要があります。※FM 認証林から生産された木材でも、

CoC 認証を取得した組織でないとそれを FSC 製品として販売できません。 

 

◎入札参加資格の確認 

 入札日の受付時間内に次のいずれかの書類を提出願います。 

①富山県木材組合連合会の発行する木材業者等登録証の写し 

②過去２年以内の富山県内における営業実績を証する書類（決算書、木材取引

に係る契約書の写し等） 
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－参考 地方自治法施行令抜粋－ 
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◎売払物件位置図 

 

 

 

 

◎現地下見案内集合場所位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【集合場所】 

城端ダム駐車場 

 （南砺市上原字大仏島 811） 
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◎現地下見案内集合場所位置図 

 

 

 

  

駐車場 

城端ダム管理事務所 

【集合場所】 

城端ダム駐車場 

 （南砺市上原字大仏島 811） 
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◎入札、売買契約、伐採搬出のスケジュール概要 

 

 入札の公告  

５月 26 日（月）  富山県報により公告 関係団体へ案内 

 現地下見案内  

６月 11 日（水）  集合場所 城端ダム駐車場 

（富山県南砺市上原字大仏島 811） 

                  集合日時  ６月 11 日（水）午後２時 00 分 

         参加される方は６月 10 日（火）迄に下記へ御連絡下さい。 

         連絡先 砺波農林振興センター森林整備課 

            TEL 0763-32-8131 

 入札受付  

６月 25 日（水）  場所 富山県庁本館１階入札室 

         受付時間 午前 10 時 15 分～午前 10 時 55 分 

          ・入札参加資格確認 

          ・入札保証金納付 ８ページ＜入札保証金について＞参照 

 入札  

６月 25 日（水）  執行時間午前 11 時 00 分 13 ページ＜入札心得書＞参照 

 開札及び落札者決定  

６月 25 日（水） 入札後速やかに行います。 

 売買契約締結  

７月２日（水）迄   契約条項は 16 ページ～＜契約書(案)＞参照 

          搬出期限は立木引渡しから３ヵ年以内で定めます。 

 代金納付  

７月 24 日（木）迄 

 立木引渡し 

代金納付後 15 日以内 領収書を提出していただきます。 

 伐採、搬出着手  

立木引渡し後        立木引渡し後の着手となります。 

          伐採搬出計画書を提出していただきます。 

 搬出完了  

搬出期間内          搬出完了届を提出していただきます。 

                    搬出期限内に完了しない場合、遅延損害金が必要です。 

 跡地検査      

完了届提出から 15 日以内  県職員が立ち会います。 

             残存する立木は県の帰属となります。

至 小矢部市街 

至 福光 
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◎入札受付場所案内図 

 

 富山県庁本館１階入札室 

 

入
札
室 
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◎入札日の持参品等 

 ① 入札参加資格確認書類 

    次のうちいずれかを入札前の受付時間内に提出願います。 

    ・富山県木材組合連合会の発行する木材業者等登録証の写し 

    ・過去２年以内の富山県内における営業実績を証する書類 

     （決算書、木材取引に係る契約書の写し等） 

 

 ② 入札書１部 

    所定の様式（14 ページ）を使用して下さい。 

    記名のうえ代表者印を押印して下さい。 

    代表者印でなく、代理人の押印による場合は③の委任状が必要です。 

 

 ③ 委任状 

    代表者印により入札する場合でも代理人が入札に参加する場合は必ず

提出して下さい。 

    所定の様式（15 ページ）を使用して下さい。 

    委任状のコピーを１枚ご用意お願いします。 

 

 ④ 入札保証金 

    入札保証金について（8～9 ページ）を参照して下さい。 

 

 ⑤ 身分証明書（運転免許証等） 

入札前の受付時間内に入札保証金を納付いただく際に、身分証明書の

コピーを取らせていただきます（可能ならば、事前にご準備お願いしま

す。）。これは、落札決定後、落札者以外の方にはその場で入札保証金

を還付することとなるため、納付された方と同一人であることを確認す

るためのものです。 

入札に参加される方の身分証明書をお持ちください。 

  

 ⑥ 印鑑、収入印紙 

同じく、入札保証金を還付する際に、受領証への押印が必要となりま

す。法人である場合は、実際に入札に来られた方の私印で構いません。 

なお、受領証には、印紙税法の規定により 200 円の収入印紙が必要と

なります。県庁内の郵便局でも購入できます。 
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◎入札保証金について 

 

・入札者は入札前の受付時間内に入札保証金を納付して下さい。 

・入札保証金 400,000 円とします。 

・なお、入札書記載金額は、入札心得書第５条に示すとおり、見積もった契約

金額の 110 分の 100 に相当する額としますので、混同のないようご注意下さい。 

 

 （例） 

 

 

 

 見積もった 

 契約希望金額 

      ① 

  入  札  書 

  記 載 金 額 

①×100/110 

 第１回入札 

 

  11,000,000円 

 

 10,000,000円 

 

 第２回入札 

 

 16,500,000円 

 

 15,000,000円 

  

 

・入札保証金は、発行日より１週間以内、持参人払式の銀行振出小切手で納付

して下さい。（別紙「小切手についてのお願い」を参照下さい） 

・落札者の入札保証金は売買契約締結まで還付しません。なお、入札保証金は

契約保証金に充当することができます。 

・落札者以外の入札保証金は、保証金を納付したときに発行する受領証書と引

き替えに速やかに還付します。 
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小 切 手 に つ い て の お 願 い                 

 

 

 

入札保証金を小切手で納付される場合には、この用紙を金融機関の窓口にお示しになり、

次のとおりの小切手を振り出してもらうようにしてください。 

 

 

 

 
 

 

 

※（注意） 

①振出人、支払人とも同一金融機関である。 

②受取人は持参人払いとする。 

③振出日の翌日から起算して７日を経過していない。 

④全国手形電子交換所加盟店のものである。 

⑤一般線引小切手である（特定線引小切手は不可。） 

 

全国手形電子交換所の新設に伴い、小切手の取扱いが金融機関によって異なりま 

す。手数料等も異なりますので、発行する金融機関によくご確認下さい。 

 

       

 

     JC０００００       小   切   手 

※④ 全国  0000 

支払地       ○○市                                         0000 - 000 

※①   ××銀行 □□支店 

 ４００，０００－ 

              上記の金額をこの小切手と引き換えに 

              ※② 持参人  へお支払いください。 

    ※③ 振出日 令和  年  月  日  ××銀行 □□支店 

振出地 ○○市 ※① 振出人 支店長 ○○○○  印 



 

 

 

 

公     告  

 

県 有 財 産 に 係 る 一 般 競 争 入 札 の 実 施  

 県 有 財 産 の 売 却 に つ い て 、 次 の と お り 一 般 競 争 入 札 を 実 施 す る の で 、 地 方 自 治 法

施 行 令 （ 昭 和 2 2年 政 令 第 1 6号 ） 第 1 6 7条 の ６ 第 １ 項 の 規 定 に よ り 公 告 し ま す 。  

  令 和 ７ 年 ５ 月 2 6日  

                                        富 山 県 知 事  新   田   八   朗  

１  入 札 に 付 す る 物 件  

入 札 物 件 の  

所 在 地  

樹 種  本 数  

（ 本 ）  

立 木 材 積  

（ 立 方 メ ー ト ル ）  

予 定 価 格  

（ 円 ）  

富 山 県 南 砺 市  

真 川 （ 県 行 ）  

県 営 林  

ス ギ  93 7本  14 49 . 51 0㎥  -  

ヒ ノ キ  1 0本  13 .0 7 7㎥  -  

合 計  94 7本  14 62 . 58 7㎥  3, 33 6 ,4 00円  

 備 考  予 定 価 格 と は 、 あ ら か じ め 県 が 定 め た 最 低 売 払 価 格 を い う 。  

   （ 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 に 相 当 す る 額 は 含 め な い 。 ）  

２  入 札 口 数  １ 口  

３  入 札 方 法  出 場 入 札  

４  入 札 に 参 加 す る 者 に 必 要 な 資 格  

富 山 県 内 に お い て 木 材 （ 素 材 （ 薪 炭 用 材 及 び き の こ 生 産 原 木 を 除 く 。 ） 、 製 材 、

特 殊 用 材 （ 集 成 材 等 ） 及 び 木 材 チ ッ プ ） の 生 産 又 は 販 売 を 業 と す る 者 と し ま す 。

た だ し 、 地 方 自 治 法 施 行 令 第 1 6 7条 の ４ 第 １ 項 に 規 定 す る 一 般 競 争 入 札 に 参 加 す る

こ と が で き な い 者 又 は 同 条 第 ２ 項 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と 認 め ら れ る 者 で 、

そ の 事 実 が あ っ た 後 ３ 年 を 経 過 し な い 者 及 び そ の 者 を 代 理 人 、 支 配 人 そ の 他 の 使

用 人 若 し く は 入 札 代 理 人 と し て 使 用 す る 者 は 、 入 札 に 参 加 で き ま せ ん 。  

５  入 札 心 得 書 及 び 契 約 条 項 を 示 す 日 時 及 び 場 所  

(1 )  日 時   

令 和 ７ 年 ５ 月 2 6日 （ 月 ） か ら 令 和 ７ 年 ６ 月 2 4日 （ 火 ） ま で （ 日 曜 日 、 土 曜 日 及

び 祝 日 を 除 く 。 ） の 午 前 ９ 時 か ら 午 後 ５ 時 ま で  



 

 

 

 

(2 )  場 所  富 山 市 桜 橋 通 り 5 - 1 3  富 山 興 銀 ビ ル ４ 階  

      富 山 県 農 林 水 産 部 森 林 政 策 課 森 林 整 備 係  

      電 話 番 号  0 7 6 - 4 44 - 33 86（ 直 通 ）  

６  入 札 保 証 金 に 関 す る 事 項  

(1 )  入 札 に 参 加 し よ う と す る 者 は 、 原 則 と し て 、 銀 行 が 振 り 出 し た 小 切 手 （ 全 国

手 形 電 子 交 換 所 加 盟 店 の も の ） に よ り  4 00 ,0 0 0円 を 入 札 保 証 金 と し て 入 札 執 行

日 の 受 付 時 間 内 に 納 め な け れ ば な り ま せ ん 。  

(2 )  落 札 者 が 納 付 し た 入 札 保 証 金 は 、 契 約 を 締 結 し た 後 に 還 付 し ま す 。 落 札 者 以

外 の 者 が 納 付 し た 入 札 保 証 金 は 、 開 札 終 了 後 、 速 や か に 還 付 し ま す 。  

７  入 札 及 び 開 札 の 日 時 及 び 場 所  

(1 )  受 付 時 間  令 和 ７ 年 ６ 月 2 5日 （ 水 ） 午 前 1 0時 1 5分 か ら 午 前 1 0時 5 5分 ま で  

指 定 の 受 付 時 間 を 厳 守 願 い ま す 。 指 定 の 受 付 時 間 に 出 場 が な か っ た 場 合 は 、

入 札 を 棄 権 し た も の と し て 取 り 扱 い ま す 。  

(2 )  入 札 に 参 加 す る 者 に 必 要 な 資 格 の 確 認  

受 付 時 間 内 に 富 山 県 木 材 組 合 連 合 会 の 発 行 す る 木 材 業 者 等 登 録 証 の 写 し 又 は

過 去 ２ 年 以 内 の 富 山 県 内 に お け る 営 業 実 績 を 証 す る 書 類 （ 決 算 書 、 木 材 取 引 に

係 る 契 約 書 の 写 し 等 ） を 提 出 し て く だ さ い 。  

(3 )  入 札 及 び 開 札 の 日 時  令 和 ７ 年 ６ 月 2 5日 （ 水 ） 午 前 1 1時  

(4 )  場 所  富 山 市 新 総 曲 輪 １ 番 ７ 号  富 山 県 庁 本 館 １ 階 入 札 室  

８  入 札 の 無 効 に 関 す る 事 項  

富 山 県 会 計 規 則 （ 昭 和 6 2年 富 山 県 規 則 第 1 7号 ） 第 9 4条 及 び 別 に 定 め る 入 札 心 得

書 第 ７ 条 に 該 当 す る 入 札 並 び に こ の 公 告 に 違 反 す る 入 札 は 、 無 効 と し ま す 。  

９  入 札 書 記 載 上 の 留 意 事 項  

( 1 )  入 札 書 は 別 に 定 め る 入 札 心 得 書 の 所 定 の 様 式 を 使 用 し て く だ さ い 。  

( 2 )  落 札 決 定 に 当 た っ て は 、 入 札 書 に 記 載 し た 金 額 に 当 該 金 額 の  1 0 0分 の 1 0に 相

当 す る 額 を 加 算 し た 金 額 （ 当 該 金 額 に １ 円 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 そ の 端 数

金 額 を 切 り 捨 て た 金 額 ） を も っ て 落 札 価 格 と し ま す の で 、 入 札 者 は 消 費 税 及 び

地 方 消 費 税 の 課 税 事 業 者 で あ る か 免 税 事 業 者 で あ る か を 問 わ ず 、 見 積 も っ た 契



 

 

 

 

約 希 望 金 額 の  1 10分 の  1 0 0に 相 当 す る 金 額 を 入 札 書 に 記 載 願 い ま す 。  

1 0  現 地 下 見 案 内  

(1 )  現 地 下 見 案 内 に 参 加 を 希 望 す る 場 合 は 、 令 和 ７ 年 ６ 月 1 0日 （ 火 ） ま で に ( 2 )に

連 絡 の う え ､ ( 3 )の 集 合 場 所 に 集 合 し て く だ さ い 。  

(2 )  連 絡 先    富 山 県 砺 波 農 林 振 興 セ ン タ ー 森 林 整 備 課  

電 話 番 号  0 7 6 3 - 3 2 - 81 31  

(3 )  集 合 場 所  城 端 ダ ム 駐 車 場  

（ 南 砺 市 上 原 字 大 仏 島 8 1 1）  

(4 )  集 合 日 時  令 和 ７ 年 ６ 月 1 1日 （ 水 ） 午 後 ２ 時 0 0分  

1 1  契 約 の 締 結 及 び 代 金 納 付  

(1 )  契 約 締 結 日 は 落 札 決 定 の 通 知 を し た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ５ 日 以 内 、 立 木 代

金 の 納 付 期 限 は 落 札 決 定 の 通 知 を し た 日 か ら 起 算 し て 3 0日 以 内 と し 、 立 木 の 伐

採 搬 出 は 代 金 完 納 後 で な け れ ば 着 手 で き な い も の と し ま す 。  

(2 )  契 約 保 証 金 は  4 0 0, 0 00円 と し 、 契 約 締 結 と 同 時 に 納 付 す る こ と と し ま す 。  

1 2  そ の 他  

(1 )  現 地 下 見 案 内 に 不 参 加 の 者 が 入 札 に 参 加 さ れ た 場 合 で も 、 現 地 下 見 案 内 に お

け る 各 種 事 項 に つ い て 、 す べ て 了 知 さ れ て い る も の と み な し ま す 。  

(2 )  入 札 の 執 行 に 当 た っ て は 、 こ の 公 告 の ほ か 、 地 方 自 治 法 、 地 方 自 治 法 施 行 令

及 び 富 山 県 会 計 規 則 の 定 め る と こ ろ に よ り ま す 。  

1 3  問 い 合 わ せ 先  

  富 山 市 桜 橋 通 り 5 - 1 3  富 山 興 銀 ビ ル ４ 階  

  富 山 県 農 林 水 産 部 森 林 政 策 課 森 林 整 備 係  

  電 話 番 号  0 7 6 - 44 4 - 3 38 6（ 直 通 ）  
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入 札 心 得 書  
 
第 １ 条  入 札 希 望 者 は 、 こ の 「 入 札 心 得 書 」 を 熟 読 の う え 入 札 し て 下 さ い 。  
 
第 ２ 条  公 告 物 件 の 数 量 が 現 地 物 件 と 符 合 し な い 場 合 で も こ れ を 理 由 と し て 契

約 の 締 結 を 拒 む こ と は で き ま せ ん 。  
 
第 ３ 条  入 札 書 は 、 別 紙 様 式 に 必 要 な 事 項 を 記 載 し 、 記 名 、 代 表 者 印 を 押 印 の

う え 、 係 員 の 指 示 に 従 い 入 札 箱 に 投 函 し て 下 さ い 。  
 
第 ４ 条  入 札 者 が 代 理 人 で あ る 場 合 に は 、 入 札 前 に 必 ず 委 任 状 を 担 当 者 に 提 出

し て 下 さ い 。  
 
第 ５ 条  落 札 決 定 に あ た っ て は 、 入 札 書 に 記 載 し た 金 額 に 当 該 金 額 の 100 分 の

10 に 相 当 す る 額 を 加 算 し た 金 額（ 当 該 金 額 に １ 円 未 満 の 端 数 が あ る と き
は 、 そ の 端 数 金 額 を 切 り 捨 て た 金 額 ） を も っ て 落 札 価 格 と し ま す の で 、
入 札 者 は 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 の 課 税 業 者 で あ る か 免 税 事 業 者 で あ る か
を 問 わ ず 、 見 積 も っ た 契 約 希 望 金 額 の 110 分 の 100 に 相 当 す る 金 額 を 入
札 書 に 記 載 願 い ま す 。  

 
第 ６ 条  提 出 し た 入 札 書 は 、 事 由 の 如 何 に 関 わ ら ず 、 引 き 換 え 、 変 更 又 は 取 り

消 し を す る こ と は で き ま せ ん 。  
 
第 ７ 条  次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 入 札 は 、 無 効 と し ま す 。  
  (1) 入 札 に 参 加 す る 資 格 を 有 し な い 者 の 入 札  
  (2) 入 札 の 受 付 時 間 内 に 入 札 保 証 金 を 納 付 し て い な い 者 の 入 札  
  (3)  400,000 円 に 満 た な い 入 札 保 証 金 を 納 付 し た 者 の 入 札  
  (4) 入 札 書 の 記 載 事 項 が 不 明 な 入 札 及 び 入 札 金 額 を 訂 正 し 、 そ の 個 所 に 押

印 の な い 入 札  
  (5) 入 札 書 に 記 名 も し く は 押 印 の な い 入 札  
  (6) 委 任 状 の な い 代 理 人 の 入 札  

(7)  予 定 価 格 を 下 回 る 入 札  
  (8) １ 回 の 入 札 に つ き 、 同 一 人 で ２ 通 以 上 の 入 札 書 を 提 出 し た 入 札  
  (9) 入 札 者 が 他 の 入 札 者 の 代 理 人 を 兼 ね て し た 入 札 又 は ２ 人 以 上 の 入 札 者

の 代 理 を 兼 ね て し た 者 の 入 札  
  (10) 公 正 な 競 争 の 執 行 を 妨 げ た 者 又 は 公 正 な 価 格 を 害 し も し く は 不 正 の

利 益 を 得 る た め に 連 合 し た 者 の 入 札  
  (11) こ の 「 入 札 心 得 書 」 に 規 定 す る 入 札 に 関 す る 条 項 に 違 反 し た 者 の 入 札  
  
第 ８ 条  開 札 は 、 次 の と お り と し ま す 。  
  (1) 入 札 後 直 ち に 入 札 者 の 面 前 で 行 い ま す 。 た だ し 、 入 札 者 又 は そ の 代 理

人 が 開 札 に 立 ち 会 わ な い 場 合 に は 、 県 が 指 定 し た 者 を 立 ち 会 わ せ て 開 札
し ま す 。 こ の 場 合 は 、 落 札 者 の 決 定 に つ い て 異 議 の 申 し 立 て は で き ま せ
ん 。  

  (2) 開 札 に お い て は 、 入 札 者 の 氏 名 （ 法 人 の 場 合 は そ の 名 称 ） 及 び 金 額 を
読 み 上 げ 、 落 札 者 が あ る と き は そ の 者 の 氏 名 （ 法 人 の 場 合 は そ の 名 称 ）
及 び 金 額 を 、 落 札 者 が な い 場 合 に は そ の 旨 を 開 札 に 立 会 っ た 入 札 者 に お
知 ら せ し ま す 。  

 
第 ９ 条  落 札 者 は 、 有 効 札 の う ち 県 の 予 定 価 格 以 上 で 、 最 高 価 格 で 入 札 し た 方

と し ま す 。た だ し 、落 札 者 と な る べ き 同 額 の 入 札 者 が 二 人 以 上 あ る 時 は 、
直 ち に く じ に よ っ て 落 札 者 を 決 定 し ま す 。  
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入 札 書 

 

                          令和  年  月  日 

 

富山県知事 新田 八朗 殿 

 

                                入札者 

                   住 所（所在地） 

                商号又は名称 

                  代表者氏名                          印 

 

           代理人 

                   住    所 

                  氏        名                         印 

 

 下 記 の と お り 入 札 し ま す 。 

 

記 

 

１ 入札物件 

   素材の売払 

物件の所在地 樹種 本数 立木材積 

富山県南砺市 

真川（県行） 

県営林 

スギ 937本 1449.510㎥ 

ヒノキ 10本 13.077㎥ 

合計 947本 1462.587㎥ 

 

 

 

２ 入札金額 

   金                         円 

 

（注） １ 代理人が入札する場合、あらかじめ委任状を提出してください。 

   ２ 代理人が入札する場合、入札者の住所、氏名（押印は不要）を記入の上、代理人の住所、       

氏名を記入し、委任状の代理人欄に押印されている印鑑を押印してください。 
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委 任 状 

 

 

代理人  住 所                                 

 

          氏 名                             

  

私は、上記の者をもって代理人と定め、下記物件の一般競争入札に関する一切の権限

を委任します。 

 

                    代理人使用印 

 

 

 

 

  

 

 

記 

 

入札物件 県有財産（立木）の売払 

 

物件の所在地 樹種 本数 立木材積 

富山県南砺市 

真川（県行） 

県営林 

スギ 937本 1449.510㎥ 

ヒノキ 10本 13.077㎥ 

合計 947本 1462.587㎥ 

 

 

                                              

 令和  年  月  日 

 

         委任者    住    所 

 

                商号又は名称 

 

                  代表者氏名                     印 

 

 



県有財産売買契約書 

 

  売払人富山県（以下「甲」という。）と買受人       （以下「乙」と

いう。）との間において、次の条項により売買契約を締結する。 

 

 （売買物件） 

第１条 売買物件は、次の表に掲げる立木とする。 

物件の所在地 樹種 本数 立木材積 

富山県南砺市 

真川（県行） 

県営林 

スギ 937本 1449.510㎥ 

ヒノキ 10本 13.077㎥ 

合計 947本 1462.587㎥ 

  （売買代金） 

第２条 売買代金は、金      円とする。  

           (うち､取引に係る消費税及び地方消費税に相当する額金        円) 

 （契約保証金） 

第３条 乙は、この契約締結と同時に契約保証金として金 400,000 円を甲の指

定する手続により甲に納付しなければならない。 

２ 前項の契約保証金（以下「契約保証金」という。）は、次条第２項に定める

違約金又は第８条第２項に定める損害賠償の予定と解釈しない。また、契約保

証金には、利息を付さないものとする。 

 （売買代金納付期限等） 

第４条 乙は、第２条に定める売買代金を甲の発行する納入通知書により、  

令和７年７月 24 日までに甲の指定する金融機関に支払わなければならない。 

２ 乙が前項に規定する納付期限までに、売買代金を支払わないときは、甲は、

年 14.5パーセントの割合で計算した違約金を徴収することができる。 

 （所有権の移転） 

第５条 売買物件の所有権は、乙が売買代金（乙の代金納付が遅延した場合は、

違約金を含む。）を完納した時に、乙に移転するものとする。 

 （売買物件の引渡し） 

第６条 甲は、売買物件の所有権が移転した日から 15日以内で両者が協議して

定める日に、売買物件の所在する場所において当該物件を乙に引渡し、乙は、

当該物件の領収書を甲に提出するものとする。 

２ 乙は、売買物件の引渡しについては、甲の指示に従わなければならない。 

 （売買物件の搬出及び跡地検査） 

第７条 乙は、前条の引渡しを完了した日から３年以内に売買物件を搬出しな

ければならない。 

２ 乙は、売買物件の搬出を完了したときは、遅滞なく搬出完了届を提出するも

のとする。 



３ 甲は、前項の搬出完了届を受理した日から 15日以内に、乙の立会いを求め

て跡地検査を行うものとする。 

４ 乙は、当該跡地に残存させる素材その他産物は、再造林に支障のないよう配

置しなければならない。 

（搬出期限の延長等） 

第８条 乙は、前条第１項の期限内に売買物件の搬出を終わらないと予想され

るときは、当該期限の７日前までに甲に対してその理由を付して、期限の延長

の承認を受けなければならない。 

２ 乙は、前項の承認を受けたときは遅延損害金として延長日数１日につき売

買代金の 1000分の１の金額を、同項の承認を得ずして売買物件の搬出を終わ

らなかったときは遅滞損害金として延長日数１日につき 1000分の２の金額を

甲に支払わなければならない。ただし、乙の責めに帰することのできない理由

により搬出の期限を延長するときは、この限りでない。 

（森林作業共通仕様書に基づく施業の実施） 

第９条 乙は、となみ地区木材林業振興協議会 FM 認証グループにおける「森

林作業共通仕様書」（別添）に基づき作業を実施しなければならない。 

 （権利義務の譲渡） 

第 10条 乙は、この契約によって生ずる権利義務を第三者に譲渡し、又は承継

させてはならない。ただし、甲の承認を受けた場合は、この限りでない。 

 （損害賠償） 

第 11条 乙は、売買物件の伐採又は搬出に当たり甲に損害を与えたときは、そ

の損害を賠償しなければならない。 

 （危険負担） 

第 12条 乙は、この契約締結の日から売買物件の引渡しの日までにおいて、甲

の責めに帰することのできない理由により売買物件が滅失し、又は損傷した

場合においては、甲に対して売買代金の減免を請求することができないもの

とする。 

 （契約不適合責任） 

第 13条 乙は、この契約締結後、売買物件の箇所、面積、種類、材積、数量又

は当該契約の内容に適合しない場合であっても、売買代金の減免、損害賠償

の請求又は契約の解除をすることができないものとする。 

 （保証金の還付） 

第 14 条 甲は、乙が第４条第１項及び第６条に定める義務を履行したときは、

乙の請求により遅滞なく契約保証金を乙に還付するものとする。 

 （保証金の帰属） 

第 15条 甲は、乙が第４条第１項及び第６条に定める義務を履行しないときは、

契約保証金を甲に帰属させることができる。 

 （催告による解除） 

第 16条 甲は、前条の規定にかかわらず、乙がこの契約に定める義務（以下こ

の条及び次条において「債務」という。）を履行しない場合は相当の期間を定



めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除す

ることができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がこ

の契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

 （催告によらない解除） 

第 17条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、前条の催告をする

ことなく、直ちにこの契約を解除することができる。 

(1) 債務の全部の履行が不能であるとき。 

(2) 乙がその債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

(3) 債務の一部の履行が不能である場合又は乙がその債務の一部の履行を

拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約

をした目的を達することができないとき。 

(4) 契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内

に履行をしなければ契約をした目的を達することができない場合において、

乙が履行をしないでその時期を経過したとき。 

(5) 前各号に掲げる場合のほか、乙がその債務の履行をせず、甲が前条の催

告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがない

ことが明らかであるとき。 

(6) 役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはそ

の役員（乙が支店若しくは事業所である場合にはその代表者を含む。）をい

う。以下この条において同じ。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以

下この条において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

(7) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号

に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団員が経営

に実質的に関与していると認められるとき。 

(8) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用した等と認めら

れるとき。 

(9) 役員等が、暴力団若しくは暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜

を供与する等直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若し

くは関与していると認められるとき。 

(10) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有し

ていると認められるとき。 

(11) 役員等が、相手方が暴力団員であることを知りながら、これを不当に

利用しているとき。 

２ 前条及び前項の契約の解除は、乙に対する損害賠償の請求を妨げないもの

とする。 

 （その他の事項） 

第 18 条 その他の事項については、富山県会計規則（昭和 62 年富山県規則  

第 17号）によるものとする。 



 （協議） 

第 19条 この契約について疑義のある事項又はこの契約に定めのない事項につ

いては、必要に応じて甲乙協議のうえ定めるものとする。 

 

  この契約の締結を証するため、この契約書２通を作成し、両者記名押印のうえ、

各自その１通を保有するものとする。 

 

   令和７年 月 日 

 

              甲 売払人 富山市新総曲輪１番７号 

                         富山県知事  新 田 八 朗 

 

 

 

             乙 買受人  

                               

 



県有財産売買契約書 

 

  売払人富山県（以下「甲」という。）と買受人       （以下「乙」と

いう。）との間において、次の条項により売買契約を締結する。 

 

 （売買物件） 

第１条 売買物件は、次の表に掲げる立木とする。 

物件の所在地 樹種 本数 立木材積 

富山県南砺市 

真川（県行） 

県営林  

スギ 937本 1449.510㎥ 

ヒノキ 10本 13.077㎥ 

合計 947本 1462.587㎥ 

  （売買代金） 

第２条 売買代金は、金      円とする。  

          (うち､取引に係る消費税及び地方消費税に相当する額金        円) 

 （契約保証金） 

第３条 乙は、この契約締結と同時に契約保証金として金 400,000 円を甲の指

定する手続により甲に納付しなければならない。 

２ 前項の契約保証金（以下「契約保証金」という。）は、第 11 条に定める違約

金又は第 16 条第２項に定める損害賠償の予定と解釈しない。また、契約保証

金には、利息を付さないものとする。 

 （売買代金納付期限等） 

第４条 乙は、第２条に定める売買代金を甲の発行する納入通知書により、  

令和７年７月 24 日までに甲の指定する金融機関に支払わなければならない。 

 （売買代金の延納） 

第５条 甲と乙とは、売買代金からこの契約の締結後即納することとなる金額

を差し引いた金額    円について、年 7.25 パーセントの利息を付し、か

つ、次条及び第７条の規定により担保することを条件として、次のとおり延納

の特約をする。 

区  分 

回 

納付期日 

年月日 

延納代金 

円 

延納利息 

円 

納付金額 

円 

     

     

     

合  計    

２ 乙は、前項の表の納付金額欄に掲げる金額をそれぞれ同表の納付期日欄に

掲げる日までに甲の指定する金融機関に支払わなければならない。 

３  甲は、乙から第１項の表に掲げる延納代金を当該納付期日前に支払う旨の

通知があったときは、納付期日を繰り上げ、当該繰上期間に対応する延納利息



額を控除することができる。ただし、当該繰上期間が１月未満であるときは、

この限りでない。 

 （担保の提供） 

第６条 乙は、前条の延納の特約に係る支払を担保するため、令和７年７月 14

日までに担保を提供しなければならない。 

２ 前項の担保の取扱については、富山県営林産物売払規則（昭和 41 年富山県

規則第 12 号）第７条の定めるところによるものとする。 

３ 第１項の場合において、登記等に要する一切の費用は、乙の負担とする。 

 （増担保等） 

第７条 甲が、前条の規定により担保として提供を受けた財産の価額が減少し

たと認めて、乙に増担保又は代担保の提供を請求したときは、乙は、遅滞なく

甲の認める財産を増担保又は代担保として提供しなければならない。 

２ 乙は、担保物に対して第三者が訴訟を提起した場合は、その旨甲に通知する

とともに、甲の請求があったときは、遅滞なく代担保を提供しなければならな

い。 

 （担保価値の変動通知） 

第８条 乙は、担保物について担保価値に変動を及ぼすと認められる事実上又

は法律上の行為をしようとするときは、あらかじめ、その内容を甲に通知しな

ければならない。 

 （担保の一部解除） 

第９条 甲は、乙が第５条第１項の表に掲げる納付金額を支払った後、担保の一

部の解除を申し出た場合において適当と認めるときは、担保の一部を解除する

ことができる。 

 （延納特約の解除） 

第 10 条 甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、延納の特約を解除し、

又はその特約を変更することができる。 

(1) 乙について差押え、仮差押若しくは仮処分の申請又は和議開始の申立て

があったとき。 

(2) 乙が租税その他の公課について滞納処分を受けたとき。 

(3) 乙について相続の開始があった場合において、相続人が限定承認をした

とき。 

(4) 乙において担保物件を侵害すべき行為のあったとき。 

(5) 乙が第６条から第８条まで及び第 12 条に定める義務に違反したとき。 

(6) 第５条第１項の表の納付金額欄に掲げる金額をそれぞれ同表の納付期

日欄に定める日までに支払わなかった場合で、甲が必要と認めるとき。 

２ 甲が前項の規定により延納の特約を解除したときは、乙は、未納の延納代金

と当該金額に対して解除の日までに付すべき延納利息との合計額を同時に甲

に支払わなければならない。 

３ 第１項第１号から第３号までに該当するときは、乙は、遅滞なく甲にその旨

を報告しなければならない。 



４ 甲は、第１項の規定により延納の特約を解除したときは、乙が第２項の金額

の支払を完了するまで担保の解除をしないものとする。 

 （違約金） 

第 11 条 乙は、第４条の即納金並びに第５条第１項に定める延納代金及び延納

利息を納付期日までに支払わなかったとき、第６条第１項に定める担保の提

供期限までに担保を提供しなかったとき、又は前条第２項の規定により納付

すべき金額を甲の指定する期日までに支払わなかったときは、その期日の翌

日から履行のあった日までの日数に応じ違約金として年 14.5 パーセントの

割合で計算した金額を甲に支払わなければならない。 

 （実地調査等） 

第 12 条 甲は、第５条第１項に定める債権の保全上必要があると認められたと

きは、乙に対し、その業務又は資産の状況に関して質問し、帳簿書類その他

の物件を調査し、又は参考となるべき報告若しくは資料の提出を求めること

ができる。この場合において、乙は、その調査を拒み、妨げ、又は報告を怠

ってはならない。 

 （所有権の移転） 

第 13 条 売買物件の所有権は、乙が第４条に定める即納金（即納金の納付が遅

延した場合は、違約金を含む。）を完納し、かつ、第６条第１項に定める担保

の提供（担保の提供を遅延した場合は、違約金を含む。）を完了した時に、乙

に移転するものとする。 

 （売買物件の引渡し） 

第 14 条 甲は、売買物件の所有権が移転した日から 15 日以内で両者が協議し

て定める日に、売買物件の所在する場所において当該物件を乙に引渡し、乙

は、当該物件の領収書を甲に提出するものとする。 

２ 乙は、売買物件の引渡しについては、甲の指示に従わなければならない。 

 （売買物件の搬出及び跡地検査） 

第 15 条 乙は、前条の引渡しを完了した日から３年以内に売買物件を搬出しな

ければならない。 

２ 乙は、売買物件の搬出を完了したときは、遅滞なく搬出完了届を提出するも

のとする。 

３ 甲は、前項の搬出完了届を受理した日から 15 日以内に、乙の立会いを求め

て跡地検査を行うものとする。 

４ 乙は、当該跡地に残存させる素材その他産物は、再造林に支障のないよう配

置しなければならない。 

 （搬出期限の延長等） 

第 16 条 乙は、前条第１項の期限内に売買物件の搬出を終わらないと予想され

るときは、当該期限の７日前までに甲に対してその理由を付して、期限の延長

の承認を受けなければならない。 

２ 乙は、前項の承認を受けたときは遅延損害金として延長日数１日につき売

買代金の 1000 分の１の金額を、同項の承認を得ずして売買物件の搬出を終わ



らなかったときは遅滞損害金として延長日数１日につき 1000 分の２の金額を

甲に支払わなければならない。ただし、乙の責めに帰することのできない理由

により搬出の期限を延長するときは、この限りでない。 

 （森林作業共通仕様書に基づく施業の実施） 

第 17 条 乙は、となみ地区木材林業振興協議会 FM 認証グループにおける「森

林作業共通仕様書」（別添）に基づき作業を実施しなければならない。 

（権利義務の譲渡） 

第 18 条 乙は、この契約によって生ずる権利義務を第三者に譲渡し、又は承継

させてはならない。ただし、甲の承認を受けた場合は、この限りでない。  

（損害賠償） 

第 19 条 乙は、売買物件の伐採又は搬出に当たり甲に損害を与えたときは、そ

の損害を賠償しなければならない。 

 （危険負担） 

第 20 条 乙は、この契約締結の日から売買物件の引渡しの日までにおいて、甲

の責めに帰することのできない理由により売買物件が滅失し、又は損傷した

場合においては、甲に対して売買代金の減免を請求することができないもの

とする。 

 （契約不適合責任）  

第 21 条 乙は、この契約締結後、売買物件の箇所、面積、種類、材積、数量又

は当該契約の内容に適合しない場合であっても、売買代金の減免、損害賠償

の請求又は契約の解除をすることができないものとする。 

 （保証金の還付） 

第 22 条 甲は、乙が第４条、第６条第１項及び第 14 条に定める義務を履行し

たときは、乙の請求により遅滞なく契約保証金を乙に還付するものとする。 

 （保証金の帰属） 

第 23 条 甲は、乙が第４条、第６条第１項及び第 14 条に定める義務を履行し

ないときは、契約保証金を甲に帰属させることができる。 

 （催告による解除） 

第 24 条 甲は、前条の規定にかかわらず、乙がこの契約に定める義務（以下こ

の条及び次条において「債務」という。）を履行しない場合は相当の期間を定

めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除す

ることができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの

契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

 （催告によらない解除） 

第 25 条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、前条の催告をする

ことなく、直ちにこの契約を解除することができる。 

(1) 債務の全部の履行が不能であるとき。 

(2) 乙がその債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 



(3) 債務の一部の履行が不能である場合又は乙がその債務の一部の履行を

拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約

をした目的を達することができないとき。 

(4) 契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内

に履行をしなければ契約をした目的を達することができない場合において、

乙が履行をしないでその時期を経過したとき。 

(5) 前各号に掲げる場合のほか、乙がその債務の履行をせず、甲が前条の催

告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがない

ことが明らかであるとき。 

(6) 役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはそ

の役員（乙が支店若しくは事業所である場合にはその代表者を含む。）をい

う。以下この条において同じ。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第６号に規定する暴力団員（以

下この条において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

(7) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号

に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団員が経営

に実質的に関与していると認められるとき。 

(8) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用した等と認めら

れるとき。 

(9) 役員等が、暴力団若しくは暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜

を供与する等直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若し

くは関与していると認められるとき。 

(10) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有し

ていると認められるとき。 

(11) 役員等が、相手方が暴力団員であることを知りながら、これを不当に利

用しているとき。 

２ 前条及び前項の契約の解除は、乙に対する損害賠償の請求を妨げないもの

とする。 

 （返還金及びその利息） 

第 26 条 甲は、この契約を解除したときは、収納済の売買代金及び延納利息を

乙に返還するものとする。 

２ 前項の返還金には、利息を付さないものとする。 

 （収納済の違約金の不返還） 

第 27 条 甲は、この契約を解除したときは、収納済の違約金を乙に返還しない

ものとする。 

 （返還金の相殺） 

第 28 条 甲は、第 26 条の規定により売買代金を返還する場合において、乙が

第 11 条に定める違約金、第 16 条第２項に定める遅延損害金若しくは遅滞損

害金又は第 19 条若しくは第 25 条第２項の規定による損害賠償として甲に支



払うべき金額があるときは、その返還金をそれらの全部又は一部と相殺する

ものとする。 

 （その他の事項） 

第 29 条 その他の事項については、富山県会計規則（昭和 62 年富山県規則第

17 号）によるものとする。 

 

 （協議） 

第 30 条 この契約について疑義のある事項又はこの契約に定めのない事項につ

いては、必要に応じて甲乙協議のうえ定めるものとする。 

 

  この契約の締結を証するため、この契約書２通を作成し、両者記名押印のうえ、

各自その１通を保有するものとする。 

 

 令和  年  月  日 

 

 

              甲 売払人 富山市新総曲輪１番７号 

                         富山県知事  新 田 八 朗 

 

 

 

             乙 買受人 住所 

                氏名 
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1 

森林作業共通仕様書 

 

となみ地区木材林業振興協議会 FM 認証グループにおける森林作業については、本仕様

書に基づいて作業をするよう努めなければならない。  

 

1 作業前後での確認事項  

作業現場における責任者（作業班長等）は、各作業現場での作業を実施するにあたり、

資『森林作業チェックリスト』を用いて、作業前の作業手順および環境、社会影響、危険

予知（KY）の確認を行うものとする。 また、各作業現場での作業後においても同リスト

を用い、環境・社会への影響についての確認を行うものとする。 

 

2 地拵え作業  

作業手順  

（１）区域内にある雑草、木竹、笹等の地被物は、根元から伐倒または刈払うこと。  

（２）伐倒又は刈払ったもの、その他散在している枝条、木屑等は原則として等高線沿い

に堆積する全刈筋積を行い、更新作業に支障がないようにすること。  

（３）樹形が良く成育の見込みのある有用樹種は残存させ、損傷しないこと。  

環境配慮  

（１）広葉樹等は施業に支障のない限り林内に残すこと。  

 

3 植栽作業  

作業手順  

（１）植付方法  

① 植付点を中心に十分に地被物を取り除き、苗木の根張りに応じた穴を全体に耕転

し、根茎、石礫、塵芥等をすべて除去する。  

② 表土は、植穴の近くにおいて、四散しないようにし、地被物を混入させないこと。  

③ 植穴中央に挿入した苗木は、根を十分に広げ、根を曲げたり地表に露出させないよ

うにし、細土で覆い、その中途で苗木を揺り動かしながら持ち引き上げるようにし

て根の位置を正常にして、足でよく踏み固め、地被物で根元を覆うこと。  

④ 道路沿いの植栽地は、将来伸びた枝が通行の妨げとならないよう十分距離をとって

植栽すること。  

（２）苗木の取扱い  

① 苗木を受領したときは、速やかに施工箇所に植栽し、また、そうでないときは速や

かに仮植すること。  

② 仮植地は、なるべく林地に近い日陰、適潤、雨水の停滞しない箇所を選定する。  
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③ 仮植地から植栽地までの小運搬は、苗木袋等を利用し、根部の乾燥を防ぐよう処置

をすること。  

環境配慮  

（１） ポットカップやコンテナ資材等を林地に放置せず、持ち帰ること。 

 

4 根踏み作業  

作業手順  

（１）前年度植栽木で積雪、霜柱等のため、倒伏し根部の浮きあがっているものすべてに

ついて行うこと。 

（２）倒伏木はまっすぐに起して根元を両足で踏み固め、不安定なものは又木を用いて支

えはずれないように縄で結束しておくこと。 

 

5 下刈作業  

作業手順  

（１）区域内にある植栽木以外の下層植物は、地際から刈払い、植栽木を被覆しないよう

に列間を低く片付けて置くこと。ただし、植栽木以外の樹木で成育の見込みのある

有用樹種は存置すること。  

（２）刈払いに際しては、植栽木及び存置木に損傷を与えないこと。  

（３）刈払った下層植物は、その場所に存置し林外に持ち出さないこと。  

（４）つる類が植栽木等に巻き付いている場合は、丁寧に除去すること。  

環境配慮  

（１）広葉樹は、植栽木の生長を妨げない限り残すこと。  

（２）鳥類の営巣が見られるときは営巣の妨げにならないよう配慮すること。 

 

6 雪起こし作業 

作業手順  

（１）積雪のため倒伏、根曲りしている植栽木のすべてについて行うこと。 

（２）植栽木を藁縄もしくはビニールテープで起す場合は、支え木として隣接木の根元、

雑木等の切株を利用するか、あるいは支杭をうちこれに結束すること。 

（３）又木を用いて植栽木を支える場合は、又木がはずれないように縄で結束すること。 

 

7 つる切り作業  

作業手順  

（１）植栽木等に巻き付いているつるは、樹幹から完全に切断除去すること。  

（２）切断除去にあたっては、地際より切断のこと。  

（３）つる類の切断除去にあたっては、植栽木及び存置木に損傷を与えないこと。  
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8 枝打ち作業  

作業手順  

（１）枝打ち高は、生産目標にあわせた高さに根張り等を加味して施業する。  

（２）枝打ちを行うときは、樹幹面と平行に枝座を残すように切除し、樹皮を剥がさない

ようにすること。  

（３）つる類が樹幹に巻き付いている場合は、切断除去すること。  

（４）あばれ木の枝、又は樹幹の形質を損するおそれのある枝は、適宜枝打ちすること。  

環境配慮  

（１）枝打ち対象の木に鳥類の営巣が見られるときは、営巣の妨げにならないよう配慮す

ること。  

 

9 間伐作業  

作業手順  

（１）間伐にあたっては、植栽木を伐倒、除去し、林分の密度調整を行うとともに、植栽

木の生育を阻害し、又は、今後、阻害するおそれのある広葉樹等を伐倒、除去すること。

ただし、極力下層に生育する広葉樹を残し、林地保全に配慮すること。  

（２）植栽木の伐除については、次のものから優先的に伐倒する。  

① 病虫害、獣害、風害等の被害木  

② 木肌における傷や腐り木  

③ 根曲がりや樹幹の曲がり木  

④ ねじれや二股等の異型木  

⑤ 優勢木に接近している劣勢木  

⑥ 年輪が広いあばれ木  

（３）伐倒により掛り木になった場合は、その都度、適切に処理すること。  

（４）伐倒にあたっては、残存木への損傷を最小限にすること。  

（５）つる類が残存木に巻き付いている場合は、切断除去すること。  

（６）伐倒木が、残存木の生育に支障のある場合及び道路上、境界わきにある場合は、適

切に処理すること。  

 ただし、伐倒しても林分構成上支障がないものに限る 

環境配慮  

（１）可能な限り広葉樹を残し、林地保全に配慮すること。  

（２）中刈りの際は、安全性と植生確保のバランスを考慮しながら、可能な限り下層植生

の確保に努めること。  

（３）急傾斜地においては、伐倒木は幹が地面につくようにして等高線沿いに置くこと。  

（４）河川等にかかっている又は、流れ込む恐れがある倒木を処理すること。  
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（５）急激な環境変化を避けるため、特に崩壊の恐れのある林分では繰り返し間伐を行

い、適正な密度管理を行うこと。  

（６）土壌侵食のみられる林分では、強度間伐により自然植生を促し混交林化を図る。  

（７）安全上、支障のない枯死木はできるだけ残すこと。 

 

10 広葉樹更新伐 

作業手順 

（１）広葉樹更新伐にあたっては、天然林の質的・構造的な改善のための適正な更新を目

的として、不用木や不良木等を伐倒、除去すること。 

（２）不用木や不良木等の伐除については、次のものから優先的に伐倒する。 

①病虫害、獣害、風害等の被害木 

②木肌における傷や腐り木 

③根曲がりや樹幹の曲がり木 

④ねじれや二股等の異型木 

⑤保残木に接近している劣勢木 

ただし、伐倒しても林分構成上支障がないものに限る。 

（３）伐倒によりかかり木になった場合は、その都度、適切に処理すること。 

（４）伐倒にあたっては、残存木への損傷を最小限にすること。 

（５）つる類が残存木に巻き付いている場合は、切断除去すること。 

（６）伐倒木が、残存木の生育に支障のある場合及び道路上、境界わきにある場合は、適

切に処理すること。 

（７）広葉樹更新伐にあたっては、伐採後の更新に適当な照度を確保するため、コナラ等

の高木性樹種を 2～3 割程度保残すること。 

環境配慮 

（１）可能な限り広葉樹を残し、林地保全に配慮すること。 

（２）中刈りの際は、安全性と植生確保のバランスを考慮しながら、可能な限り下層植生

の確保に努めること。 

（３）急傾斜地においては、伐倒木は幹が地面につくようにして等高線沿いに置くこと。 

（４）河川等にかかっている又は、流れ込む恐れがある倒木を処理すること。 

 

 

 

11 伐採・搬出作業  

作業手順 

（１）主伐作業においては、 「伐採作業と造林作業の連携等に関するガイドライン(平成

31 年 3 月 14 日 富山県森林政策課）」を遵守すること 
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環境配慮  

（１）中刈りの際は、安全性と植生確保のバランスを考慮しながら、可能な限り下層植生

の確保に努めること。  

（２）伐採木の枝条、木屑等は、河川、渓流に入れないこと。  

（３）年間を通じて流水のある河川、渓流の周辺は、渓畔林（バッファーゾーン）として

保全し、混交林への誘導を図ること。  

（４）大規模一斉皆伐は避け、特に保安林の場合は法令で定められた皆伐面積の限度を超

えないよう伐採すること 

 

12 路網整備  

作業手順  

（１）富山県の森林作業道作設指針を遵守すること 

環境配慮  

（１）区域周辺に生息する小動物保護のため、適切な工種工法を選定する。また、魚の生

息環境の阻害は行わないこと。  

（２）土砂の移動量を極力抑制するとともに、切土、盛土の均衡を図り、適切な残土処

理、法面・斜面の安定に配慮する。地形、地質、気象その他の自然条件を十分に考

慮し、河川・渓流箇所は出来るだけ避けることとし、やむを得ず通過する場合は、

その対策を十分に検討する。  

（３）建設副産物の発生抑制と再利用及び適正処理に努めること。  

（４）伐開幅は、自然災害のリスクを考慮し、適切な広さとすること。 

  

13 環境に配慮した作業の実施  

（１）車輌、機械類の管理  

① 車輌、機械器具類は、常時整備点検を行うこと。  

② 機械器具類の整備時に油脂の林内への流出を防止すること。  

③ 車輌の不必要なアイドリングは行わないこと。  

（２）水質保全  

① 油脂等の交換、補給は、渓流付近では行わないこと。  

② 河川、渓流付近では、特に水質に悪影響を与えないよう十分配慮し作業を行うこ

と。  

 

（３）土砂災害防止  

① 立木等伐採したものについては、沢に集積しないこと。  

② 除間伐作業を行う場合は、可能な限り広葉樹を残し、林地保全に配慮した作業を行

うこと。  
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③ 急傾斜地では、伐倒木を等高線沿いに置き、土砂の流出を防止すること。  

（４）廃棄物の処理  

① 作業現場において発生する廃棄物については、林内に残さずすべて持ち帰り、適正

に処理すること。  

（５）山火事予防  

① 作業用機械器具の取扱いには十分注意し、機械使用中の発火に注意すること。  

② 喫煙には十分に注意するとともに、吸殻は適切に処理すること。  

③ 山菜採りやハイカーに対しても、山火事予防の啓発を行うこと。  

 

14 安全衛生に配慮した作業の実施  

（１）安全装備等の徹底  

 ① 労働災害を未然に防止するため、作業に応じた安全装備を行うこと。  

② 各作業現場に救急箱の配置し、すぐに利用できる状態にしておくこと。 
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森林作業チェックリスト 

 

サイト名  作成者  

作業種  林小班名  

 

作業前         年   月  日記入  ※該当しない場合は取り消し線「―」を記入する 

✔ 確認項目 対応策など 

 
作業予定林分における作業内容が把握されているか。 

 

 「森林作業共通仕様書」内に記載されている作業手順が把

握されているか。 

 

 「森林作業共通仕様書」内に記載されている環境配慮が把

握されているか。  

 

 
林分の境界は明確か。  

 

 
使用する機械器具は正常な状態か。 

 

 
必要な安全装備がされているか。 

 

 
危険のポイントを把握されているか。 

 

 
危険のポイントへの対応策は考えられているか。 

 

 
作業予定林分に希少野生動植物は生息していないか。 

 

 作業予定林分内又は隣接して河川、渓流がある場合、そこ

からの水を利用している者がいないか。 

 

 作業予定林分内又は隣接して河川、渓流がある場合、作業

により土砂が流れ込む恐れはないか。 

 

 機械のオイル漏れが発生した場合の対応策は考えられてい

るか。取替え部品、目立て器具等は確保されているか。 

 

 木材を搬出する場合、残存木を傷めることなく搬出する手

段が考えられているか。 

 

 木材の搬出によって路面、路肩等を傷めた場合、修復する

手段は考えられているか。 
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作業後         年   月  日記入 

✔ 確認項目 対応策など 

 「森林作業共通仕様書」内に記載されている作業手順が実

施されているか。 

 

 「森林作業共通仕様書」内に記載されている環境配慮が実

施されているか。  

 

 
作業予定林分の希少野生動植物への影響はないか。  

 

 中刈りを行った場合、安全性と植生確保のバランスを考慮

しながら、可能な限り下層植生の確保に努めたか。 

 

 作業林分内又は隣接して河川、渓流がある場合、作業によ

り土砂が流れ込んではいないか。 

 

 
機械のオイル漏れはないか。 

 

 
木材を搬出する場合、残存木を傷めた形跡はないか。 

 

 
林道（作業道）の路面、路肩等の補修は必要ないか。 

 

 作業道の開設を行った場合、伐開幅は、自然災害のリスク

を考慮し、適切な広さか。 

 

 
廃棄物が放置されていないか。 

 

 安全衛生に配慮した作業が実施されたか（聞取／作業に応

じた安全装備、救急箱はすぐに利用できる状態だったか）。 

 

 

森林の状態 

✔ 確認項目 対応策など 

 
違法行為の形跡はないか。 

 

 
病害虫、獣害の発生はないか。 

 

 
外来種の侵入、拡大はないか。 

 

 
山崩れ等の自然崩壊はないか。 
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参考 1 伐採作業と造林作業の連携等に関するガイドライン 

平成 31 年３月 14 日 

富山県森林政策課 

 

第１ ガイドラインの目的 

 本県の森林資源が本格的な利用期を迎える中、森林資源の循環利用を確立し、林業の成長産業

化を図るためには、主伐後の再造林を確実に進めることが求められている。  

一方、木材価格の低迷から、主伐後に再度、造林に投資して林業経営を継続していくことを望

まないケースも見られるようになっている。 

 こうした中、伐採事業者と造林事業者が連携体制をつくり、森林所有者に対して主伐から再造

林までの計画を説明し、理解を得た上で、主伐を行う体制を構築していく必要がある。 

 このため、林業事業体等が単独で又は連携して、伐採と再造林を一体的かつ適切に実施するこ

とを促進するため、林業事業体等が自主的に作成する規範の参考としてガイドラインを作成す

る。 

 

第２ ガイドラインの適用 

 このガイドラインの対象となる施業は、富山県内の民有林内における主伐（皆伐）及び再造林

とし、林業事業体等が作成する規範においては、第３に掲げる内容を参考として必要な事項を

定めるものとし、少なくとも１から４までの事項及び７の事項を規定することを推奨する。 

 

第３ 伐採作業と造林作業の連携等に関するガイドライン 

１ 伐採・更新計画の作成 

(1) 伐採と造林を同一の事業者が実施する場合にはその事業者が自ら、別の事業者が実施する

場合にはそれぞれの事業者が連携して、伐採現場の状態を踏まえて、立木売買契約や作業委

託・請負契約等の締結時点など伐採を行う前に、伐採及び更新の実行に関する計画（伐採・更

新計画）を立て、森林所有者に説明する。 

【伐採・更新計画に定める事項】 

 以下の事項は必ず定めることとし、伐採方法（皆伐・択伐）、植栽時期、獣害対策の実施等の

項目を必要に応じて追加する。 

① 森林の所在地：地番、林小班 

② 伐採計画：樹種、林齢、面積 

③ 更新計画：更新方法（再造林・天然更新）、造林樹種、面積 

(2) 伐採・更新計画については、伐採後の適確な更新を確保できる更新計画を定め、それを勘

案して伐採計画を定める。その際、市町村森林整備計画に適合する計画となるように留意する。 

(3) 伐採事業者等は、作業開始に先立ち、作業員に伐採・更新計画の内容を周知する。作業を

他の事業体に請け負わせるときは、伐採・更新計画を守ることを条件とする。 

(4) なお、伐採・更新計画は、森林経営計画、伐採及び伐採後の造林の届出の様式を活用する

ことも可能である。また、低コスト化に向けた連携についても計画する場合には、森林整備事

業の補助金申請に係る事前計画を伐採・更新計画として活用して、森林所有者、伐採を行う者

及び造林を行う者の間で、伐採から再造林までの実施について共通の認識を得ることも可能で

ある。
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また、森林経営計画が立てられていない場合、造林の実施について造林補助事業による補助金

の有利な活用もできないことから、森林所有者等は森林経営計画の策定に努めることが有効で

ある。 

 

２ 契約、許可・届出、制限の確認 

(1) 森林の土地や立木の権利の確認 

 伐採事業者が森林所有者との立木売買契約や主伐作業請負契約を締結する際には、森林の土地

や立木の権利者や権利の区域の範囲について確認を行う。 

(2) 森林経営計画・伐採及び伐採後の造林の届出（伐採造林届出）の確認  

伐採事業者は、森林経営計画の認定の有無について確認を行い、認定を受けている森林におい

ては、計画内容を確認するとともに、事後の伐採等の届出の提出について認定森林所有者等と

調整を行う（注１）。 

 認定を受けていない森林においては、保安林以外である場合、伐採事業者は、森林所有者や造

林事業者と連携して市町村森林整備計画に適合した伐採及び造林の計画をたて、伐採を始める 

90 日前から 30 日前までに伐採及び伐採後の造林の届出を行い、届出内容に従った伐採及び伐

採後の造林を行う。また、造林事業者は、伐採後の造林が終了した後、30 日以内に造林状況を

市町村長へ報告することについて森林所有者と調整する（注２）。 

  

（注１）伐採事業者が森林経営計画の作成者の場合には、自らが手続きを適切に行う。  

（注２）立木を買い受けて伐採を行う場合には、伐採後の造林に係る権限を有する者と共同し

て届出書を提出する。伐採作業を森林所有者等から請け負って実施するときは、森林所有者等

による届出手続きが適切に行われるよう確認する。 

(3) 保安林等法令の制限 

伐採事業者は、保安林等法令による伐採の規制がある土地であるかどうかを確認する。伐採規

制がある場合には、規制内容を確認し必要な許可等を得る。 

(4) 森林の土地の購入の際の届出 

伐採事業者は、立木とあわせて森林の土地を購入した場合、その土地の規模に応じて、国土利

用計画法に基づく届出、又は、森林法に基づく森林の土地の所有者届出を行う。 

また、水源地域保全条例に基づく水源地域内において、土地売買等の契約を締結しようとする

ときは、契約締結予定日の６週間前までに、その旨を県に届け出る。 

なお、計画的な森林施業の実施を図る観点から、購入した森林については森林経営計画を作成

し、認定を受けることが望ましい。 

(5) 補助事業の履歴の確認 

伐採事業者は、造林補助事業や水と緑の森づくり事業等の履歴を森林所有者に確認し、伐採を

行うことにより過去の造林補助事業等の補助金返還要件に抵触しないかを確認する。 

 

３ 伐採に係る留意事項 

(1) 伐採区域 

・ 伐採事業者は、伐採開始前に森林所有者と協議を行い、林地の保全、雪崩、落石、風害等の

防止等のため、渓流周辺や尾根筋について保護樹帯を設置することや、野生生物の営巣に重要

な空洞木の保護を図ることなど、伐採の適否を慎重に検討する。 
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・ 伐採を行う際には、土地の所有界を超えた伐採をしないよう、あらかじめ区域の明確化を行

い誤伐を防ぐ。 

・ 森林の多面的機能の発揮の観点から、伐採跡地が連続しないよう、伐採跡地間の距離とし

て、少なくとも周辺森林の成木の樹高程度の幅を確保する。 

(2) 作業実行上の配慮 

・ 伐採事業者は、一時的に使用する路網、土場では、その後の植生回復に支障を来さぬよう土

壌攪乱に注意する。 

・ 民家、一般道等への伐倒木、転石等の落下防止や、早朝等における騒音等に注意を払う。 

・ 現場に立て看板を設置する等により、現場内の安全確保、事故防止に努める。 

・ 地域住民の通行する道路では、作業が通行の妨げとならないよう十分に注意を払うととも

に、運材のための道路の使用について必要な許可、地域の理解を得る。 

 

４ 造林に係る留意事項 

(1) 更新方法 

 森林所有者は、市町村森林整備計画に定める植栽によらなければ適確な更新が困難な森林にお

いては、造林事業者に委託等をし、植栽による更新を確実に行う。 

また、木材生産に適する森林など持続的に林業を行うことが可能と考えられる森林において

は、積極的に植栽による更新を検討する。 

 天然更新については、気候、地形、土壌等の自然的条件、林業技術体系からみて、天然力の活

用により適確な更新が図られる森林において行うものとする。また、更新状況により、天然更

新すべき立木の本数に満たない場合には天然更新補助作業又は植栽により確実に更新を図る。 

 また、市町村森林整備計画で定める鳥獣害防止森林区域の情報等も踏まえ、植栽に当たって

は、防護柵の設置等による鳥獣害防止について検討するとともに、適切な保育作業により森林

の健全な生育を図る。 

(2) 再造林に関する森林所有者への説明 

 伐採・更新計画を作成する際、伐採事業者は、必要に応じて造林事業者と連携して、森林所有

者に対して伐採から再造林までに係る収支や再造林の必要性などを分かりやすく説明するなど

し、再造林に向けた森林所有者の意識の向上に努める。 

(3) 伐採と造林の一貫作業の推進 

 再造林における森林所有者等の自己負担の軽減を図るため、伐採と造林の一貫作業による作業

効率の向上に努めるものとし、森林所有者からの要請に応じて、一つの事業者が伐採から造林

までを一貫して引き受けるか、又は、伐採前に伐採事業者と造林事業者との連携体制を築いて

おくようにする。 

(4) 苗木の確保 

 計画的な再造林の推進のため、伐採を行う時点で伐採事業者と造林事業者が情報共有を図り、

苗木の予約購入等により計画的な苗木の調達を行うよう努める。 

このためには、伐採・更新計画において苗木の確保に関する事項を追加し、苗木の安定的な確

保を図ることも有効である。 
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５ 路網整備・土場整備 

(1) 使用目的・期間に応じた開設 

・ 路網・土場の開設を行う者は、開設に当たっては、 所有者等との話し合いにより使用目的・

期間を明確にし、ふさわしい施工をする。一時的に使うものについては、埋め戻し等の方法に

より原状回復が早く進むように、長期にわたり使用するものは路体・土場、法面が早期に安定

するように、それぞれ配慮する。 

(2) 整備に当たっての留意事項 

・ 路網や土場配置は、伐木造材や集材等に使用する機械の種類等に適合し、作業効率性が最大

になるように配置することとする。その際、現地踏査や資料等により、地形・地質、気象条

件、水系や地下構造等を確認するとともに、道路等の公共施設や人家、田畑などの有無、野生

生物の生息・生育の状況等も考慮する。 

・ 森林作業道の作設に当たっては、「富山県森林作業道作設指針」（平成 23 年３月 31 日森政第 

541 号）に基づく路線計画、施工、周辺環境への配慮、管理を行うこととし、林地の保全や民

家、一般道、水源地付近での配慮、生態系と景観保全への配慮、切土・盛土と法面の処理、排

水の処理等に必要な事項を定めるものとする。 

 

６ 事業実施後の留意事項 

(1) 枝条残材、廃棄物の処理 

・ 伐採事業者は、枝条残材を利用しない場合、林地で雨水を堰き止め崩壊を誘発すること等が

ないよう片付け方に十分注意するとともに、発生量を見積もって存置個所の準備や処理方法等

を想定しておき、巨大な枝条残材の山積みは避ける。 

・ 廃棄する資材、廃油等は全て持ち帰り、適切に処分する。 

(2) 路網・土場 

・ 一時的に使用した路網、土場は、取り決めに基づき必要に応じて埋め戻すなどし、植生の回

復を促す。 

・ その後も使用する路網・土場については、管理者が作業により荒れた箇所の補修を行うとと

もに、長期間壊れにくい施設となるよう必要な排水処理等を行う。森林作業道については、管

理者はゲートの設置や施錠等により適正に管理する。 

・ 伐採事業者が運材に使用した道路等については、管理者との取り決めに応じて、必要な補修

等を行う。 

 

７ 健全な事業活動 

(1) 労働安全衛生 

・ 伐採事業者及び造林事業者は、労働安全衛生法を始めとする関係法令を遵守し、労働災害の

防止、労働環境の改善に取り組む。かかり木処理やチェーンソーによる伐木作業等に関する厚

生労働省のガイドラインや、林業・木材製造業労働災害防止協会の林業・木材製造業労働災害

防止規程等を備え、具体的な事項についてはこれを参照する。 

・ 現場には、作業主任者、特別教育修了者等の必要な有資格者を配置するとともに、緊急連絡

体制等を整備する。 

・ 林業機械の新たな導入、作業方法や作業手順の変更等を行う場合にはリスクアセスメントを

実施し、危険予知ミーティングの実施等も含めて、危険要因の排除に努める。 
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・ 中高年者の労働安全には特に注意を払い、健康診断を定期的に実施するとともに、熱中症の

予防、振動障害の予防に取り組むなど、従業員の健康維持に努める。 

・ 死亡災害が多発しているかかり木処理作業など伐木造材作業や、車両系林業機械の運転作業

について、安全教育等を通じて安全作業を徹底する。 

(2) 雇用改善・事業の合理化 

・ 伐採事業者及び造林事業者は、労働基準法を始めとする関係法令を遵守するほか、雇用通知

書等による雇用管理関係の明確化、従業者の常用化等の雇用の安定化、社会保険・労働保険の

加入など、労働条件の改善に努める。 

・ 従業者の日常の業務を通じた技術の習得のほか、技術向上に係る研修への計画的な派遣に努

める。 

・ 施業集約化による森林施業の実施の働きかけや、高性能林業機械を活用した作業システムに

よる効率的な施業を実施できる人材の育成を促進し、生産性の向上を図りながら、事業量の安

定的確保を図る。 

(3) 作業請け負わせ 

・ 伐採事業者は、伐採搬出作業を他の事業体に請け負わせる場合は、条件の明確な契約を文書

で交わす。 

・ 伐採事業者又は造林事業者は、請負作業については、森林所有者から同意を得た伐採・更新

計画の内容を遵守することを契約の条件とし、契約金額はそれに見合ったものとする。請け負

わせ先の事業体が計画作成に関与しておくことが望ましい。計画変更などが、請け負わせ先、

自社、森林所有者の三者間で円滑に進むように配慮する。 

(4) 事業改善 

・ 伐採事業者は、事業実施について、作業日報等による工程管理を行い、伐倒、集材、造材、

運材と、集材等と併せて行う機械地拵えの作業について、実行データを分析してボトルネック

があれば対処すること等を通じて、事業活動の改善に取り組む。 
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参考 2 富山県森林作業道作設指針 

森 政 第 550 号 

令和 3 年 4 月 1 日 

 

第１ 趣旨 

１ 指針の目的 

 本指針は、富山県において森林作業道を作設する上で考慮すべき最低限の事項を目安として

示すものである。 

 以下に示す各事項は、作設技術者が地域の条件に適合した森林作業道を作設していくための

基礎となる情報としての性格を有するものである。 

 森林作業道の作設にあたっては、それぞれの地域の地形・地質、土質や気象条件等を十分踏

まえ、この指針によるほか、近傍の施工事例を参考としたり、地域において作設作業に十分な

経験を有する者から技術的な指導を受けることも必要である。 

 今後、各地域における取組を通じて新たな技術的な知見の蓄積も期待されることから、新た

な知見の普及を図るため、この指針についても必要に応じ随時見直すものとする。 

 

２ 森林作業道 

 森林作業道は、間伐等による木材の集材・搬出、主伐後の再造林等の森林整備に継続的に用

いられる道であり、作設費用を抑えて経済性を確保しつつも繰返しの使用に耐え得るよう丈夫

なものであることが必要である。 

 これを踏まえ、路体は堅固に締め固めた土構造によることを基本とし、線形は、土工量の抑

制及び分散排水により路面侵食等を防止するため地形に沿わせた屈曲線形及び波形勾配とす

る。 

また、構造物は地形・地質、土質、人家等との位置関係等の条件から、必要な箇所に限定して

設置するものとする。 

 

第２ 路線計画 

１ 計画 

 森林作業道は、目標とする森林づくりのための基盤であり、森林施業の目的に従って継続的

に利用していくものであるから、対象区域で行っていく森林施業を見据え、適切な路網計画の

下、安全な箇所に効果的に作設していかなければならない。 

 特に、主伐時に森林作業道を作設する場合は、造林・保育等の森林施業による次世代の森林

づくりのため、継続的に利用できるように考慮しなければならない。 

路線は、伐木造材、集材、造林、保育等の作業に使用する林業機械等の種類、性能、組合せ等

に適合し、森林内での作業の効率性が最大となるよう配置する。 

 森林作業道の作設に当たっては、道路、水路等の公共施設、人家、田畑、野生生物の生息・

生育環境等に土砂の流出又は林地崩壊による影響が生じないようにするため、地形・地質、土

質及び気象条件はもとより、水系や地下構造等について資料又は現地踏査により確認し、無理

のない線形とする。 

なお、森林作業道の作設予定箇所の地形が急傾斜地又は脆弱な地質若しくは土質であるなど、
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土砂の流出又は林地の崩壊により下流に被害を生じさせるおそれがある場合には、森林作業道

によらない架線集材での作業システムを検討する。 

 このほか、次の点に留意し、路線計画を立案する。 

（１）路線選定に当たっては、地形・地質の安定している箇所を通過するように選定する。ま

た、線形は地形に沿った屈曲線形、縦断線形は排水を考慮した波形勾配とする。 

（２）林道や公道との地形を考慮した接続箇所・方法、介在する人家、施設、水源地などの迂

回方法を適切に決定する。 

（３）破砕帯などを通過する必要がある場合は、通過する区間を極力短くするとともに、幅

員、排水処理、切土、現地に適した工作物等を適切に計画する。 

（４）広い面積の潰れ地が発生する幅員やヘアピンカーブの設置を検討する場合は、森林施業

の効率化の観点だけでなく小規模森林所有者への影響に配慮する。 

（５）造材、積み込み、造林資材の荷卸、待避、駐車のためのスペース等の作業を安全かつ効

率的に行うための平地や空間を適切に配置する。 

（６）作設費用と得られる効果のバランスに留意する。 

（７）希少な野生生物の生息・生育が確認された場合は、路線計画や作設作業時期の変更等の

対策を検討する。 

 このほか、森林作業道の作設にあたり、森林法に基づく伐採の届出や許可が必要となる場合

があることや、保安林内においては作業許可が必要となることに留意する。森林作業道の作設

を円滑に実施するため、事業実施者は、あらかじめ県農林振興センターや市町村の林務担当部

局に問い合わせ、必要な手続きを確認する必要がある。 

 

２ 傾斜に応じた幅員と作業システム 

 森林作業道は、土工量の縮減を通じた作設費用の抑制を図る等の観点から、作業システムに

対応する必要最小限の規格で計画する必要がある。 

 作業システムに最も影響を与えるのは林地の傾斜であることから、おおよその傾斜区分ごと

に、主に想定される作業システムを現行の林業機械等のベースマシンのクラス別に示し、これ

に対応する森林作業道の幅員の目安を示す。 

幅員についても必要最小限とすることが肝要であるが、林業機械等を用いた作業の安全性、作

業性の確保の観点から、当該作業を行う区間に限って、必要最小限の余裕を付加することがで

きる。付加する幅は９～１３トンクラスの機械（バケット容量０．４５ｍ３クラス）にあって

は、０．５ｍ程度とする。 

（１）傾斜別林業機械等別の幅員の目安 

①傾斜２５°以下 

 比較的傾斜が緩やかであるため、切土、盛土の移動土量を抑え、土構造を基本として作設す

ることが可能である。 

 ６～８トンクラスの機械（バケット容量０．２ｍ３～０．２５ｍ３クラス）及び９～１３ト

ンクラスの機械（バケット容量０．４５ｍ３クラス）をベースマシンとした作業システムの場

合は、概ね幅員３．０ｍ程度とする。 

 

②傾斜２５～３５° 

  中～急傾斜地であるため、切土、盛土による移動土量がやや大きくなる。 
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① ６～８トンクラスの機械（バケット容量０．２ｍ３～０．２５ｍ３クラス）をベースマ

シンとした作業システムの場合は、概ね幅員３．０ｍ程度とする。 

② ３～４トンクラスの機械（バケット容量０．２ｍ３クラス以下）をベースマシンとした

作業システム及び２トン積トラックが走行する場合は、概ね幅員  ２．５ｍ程度とする。 

 

③傾斜３５°以上 

 急傾斜地であるため、丸太組等の構造物を計画しないと作設が困難である。 

 経済性を失ったり、環境面、安全面での対応が困難となる恐れがある場合は、林道とタワー

ヤーダなどの組合せによる架線集材を検討する。 

 なお、森林作業道の作設を選択する場合には、３～４トンクラス（バケット容量０．２ｍ３

クラス以下）をベースマシンとした作業システム及び２トン積みトラックの走行に限られるも

のと想定され、概ね幅員２．５ｍ程度とする。 

（２）幅員設定における留意事項 

森林作業道の幅員は、必要最小限の規格で設定するものであることを踏まえ、走行する林業

機械及びトラックの規格に応じて安全性に配慮しつつ、必要な場合には２．０ｍ程度の幅員設

定を含め、検討するものとする。 

 

３ 縦断勾配 

（１） 縦断勾配の基本 

 縦断勾配は、集材又は苗木等の運搬作業を行う林業機械等が木材等を積載し、安全に上り走

行及び下り走行ができるとともに、波形勾配による分散排水が行えることを基本として計画す

る。 

 適切な縦断勾配は、集材、苗木等の運搬作業を行う林業機械等の自重、木材等積載時の荷重

バランス、エンジン出力等のほか、路面の固さ、土質による滑りやすさ、勾配が急になるほど

波形勾配を設けにくく路面侵食も起きやすくなること等を考慮して計画する。 

 縦断勾配について、現地条件が岩や良く締まった礫質土であるなど、最も良い条件である場

合の目安を示せは次のとおりである。 

   ①  基本的には概ね１０°（１８％）以下 

   ② 土地の制約等から必要な場合は、短区間に限り概ね１４°（２５％）程度 

    縦断勾配、土質勾配等から、路面侵食の発生、林業機械等の走行に危険が予想される

場合は、コンクリート路面工等を検討することとし、周辺が水分を含むと滑りやすい粘

土質の赤土等である場合又はコケ等の付着、積雪寒冷地における路面の凍結等が予想さ

れる場合にあっては、コンクリート路面工等の表面に箒掃きによる滑止めを施す等の工

夫も検討する。 

（２） 縦断勾配設定における留意事項 

（１）①及び②の縦断勾配の目安は、土質等の条件が最も良い条件あることを前提としたも

のであるため、火山灰、軽石、スコリア、マサ土、粘性土の土質、崖すい地帯等の悪条件の場

合には、路面等の浸食、路体崩壊の発生防止及び走行の安全性を考慮して、縦断勾配を緩勾配

とすることが望ましい。 

また、２トン積トラックの走行を想定する森林作業道においては、自動車は林業機械に比べ

て走行速度が速いこと、移動距離が長いこと等を考慮し、走行の安全性の観点から縦断勾配を
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緩勾配とすることが望ましい。 

なお、森林施業を行う区域内のみでは、路面侵食の防止措置を要する区間が長くなる、２ト

ン積トラックの安全な走行が確保できなくなる等の場合には、縦断勾配を緩勾配とするため、

当該区域に隣接する森林の所有者等との調整を行った上で経由区間を設けるよう検討する。 

（３）曲線部及び曲線部の前後の区間の縦断勾配 

急勾配区間と曲線部の組合せは極力避ける。また、Ｓ字カーブは、木材等を積載した林業機

械等の下り走行時の走行の安全を確保する観点から、連続して設けないようにし、カーブ間に

直線部を設ける。 

ただし、地形条件からそのような組合せを確保できない場合は、当該箇所での減速を義務付

けるなど、運転者の注意を喚起する。 

 

４ 排水計画 

 森林作業道を安定した状態で維持するためには、適切な排水処理を行うことが重要である。 

 土構造を基本とする森林作業道では、原則として路面の横断勾配を水平にした上で、縦断勾

配を緩やかにし、かつ、波状にすることにより、こまめな分散排水を行うとともに、排水先を

安定した尾根部や常水のある沢にするなどして、路面に集まる雨水を安全、適切に処理するよ

う路線計画を検討する。 

 このほか、次の点に留意する。 

（１）横断排水施設やカーブを利用して分散排水する。排水が集中するような場合は、安全に

排水できる箇所（沢、尾根）をあらかじめ決めておく。排水先に適した箇所がない場所では、

側溝等により導水する。 

（２）曲線部は、雨水を極力流入させないよう、曲線部上部入口手前で排水する。 

（３）地下水の湧出又は地形的な条件による地表水の局所的な流入又は滞水がある場合には、

これらを側溝又は横断排水施設により排水する。 

（４）木材等の積載時の下り走行におけるブレーキの故障及び雨天又は凍結時のスリップによ

る転落事故を防止するため、カーブの谷側を低くすることは避ける。 

 

第３ 施工 

 森林作業道は、路体の締固めを十分に行った堅固な土構造による路体とすることを基本とす

る。 

 なお、構造物は地形・地質、土質等の条件から必要な場合には、現地条件に応じた規格・構

造の施設を設置するものとする。 

 締固めの効果は、 

・ 荷重が載ったときの沈下を少なくすること 

・ 雨水の浸透を防ぎ土の軟化や膨張を防ぐこと 

・ 土粒子のかみ合わせを高め、土構造物に強さを与えること 

などにあることを十分理解し、林業機械等が安全に通行できる路体支持力が得られるよう施工

する。 

  

１ 切土 

 切土工は、事業現場の地山の地形・地質、土質、気象条件、林業機械等の作業に必要となる
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空間などを考慮しつつ、発生土量の抑制と切土のり面の安定が図られるよう適切に行う。 

 切土高は傾斜が急になるほど高くなるが、ヘアピンカーブの入口など局所的に１．５ｍを超

えざるを得ない場合を除き、切土のり面の安定や機械の旋回を考慮し１．５ｍ程度以内とする

ことが望ましく、なおかつ高い切土が連続しないよう注意する。 

 切土のり面勾配は、よく締まった崩れにくい土砂の場合は６分、風化の進度又は節理の発達

の遅い岩石の場合は３分を標準とし、地質や土質等の条件に応じて切土のり面勾配を調整す

る。 

 なお、土質が岩石であるときや土砂であっても切土高が１．２ｍ程度以内であるときは、直

切が可能な場合があり、土質を踏まえ検討する。 

 崖(がい)すい（急斜面から剥がれ落ちた岩石・土砂が堆積して出来た地形）では切土高が１

ｍでも崩れるなどの例もあり、直切の可否は土質、近傍の現場の状況などを基に判断する。 

 

２ 盛土 

（１）盛土工は、事業現場の地山の地形・地質、土質、気象条件や森林作業道の幅員、林業機

械等の重量などを考慮し、路体が支持力を有し安定するよう適切に行う。 

堅固な路体をつくるため、盛土は複数層に区分し、各層ごとに３０ｃｍ程度の厚さとなるよう

十分に締め固めて仕上げるものとし、施工に当たっては、地山の土質に応じて次によるものと

する。 

 ① よく締まった緊結度の高い土砂の場合 

   施工中、建設機械のクローラ等が沈みにくいような緊結度の高い土砂では、盛土部分の

地山を段切りして基盤をつくった上で、盛土を行う。 

 ② 緊結度の低い土砂の場合 

   施行中、建設機械のクローラ等が沈下したり、泥濘化しやすいような緊結度が低い土砂

では、盛土部分と地山を区分しないで、路体全体について盛土を行う。 

（２）盛土のり面勾配は、盛土高や土質等にもよるが、概ね１割より緩い勾配とする。盛土高

が２ｍを超える場合は、１割２分程度の勾配とする。 

 なお、急傾斜地では、堅固な地盤の上にのり止めとして丸太組工、ふとんかごや２次製品を

設置したり、石積み工法等を採用するなどして、盛土高を抑えながら、堅固な路体を構築する

ことも検討する。 

（３）ヘアピンカーブにおいては、路面高と路線配置を精査し、盛土箇所を谷側に張り出す場

合には、締固めを繰り返し行ったり、構造物を設けるなどして、路体に十分な強度をもたせる

ようにする。 

（４）盛土の土量が不足する場合は、安易に切土を高くして山側から谷側への横方向での土量

調整を行って補うのではなく、当該盛土の前後の路床高の調整など縦方向での土量調整を検討

することも必要である。 

 

３ 曲線部 

 林業機械及び車輌が安全に走行できるよう、内輪差や下り旋回時のふくらみ等に対する余裕

を考慮して曲線部の拡幅を確保する。 
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４ 構造物等 

 森林作業道は、土構造を基本としているが、地形・地質、土質の条件、幅員などの制約等か

ら、林業機械等の走行における安全の確保や路体を維持するための必要に応じて構造物を設置

する場合は、丸太組工、ふとんかご等の簡易な構造物、コンクリート構造物、鋼製構造物等な

どの中から、必要な機能を有する工種及び工法を選定する。 

（１）流入水や地下水の影響による軟弱地盤の箇所を通過する必要がある場合は、水抜き処

理、側溝の設置等の実施について検討する。 

（２）森林作業道の作設に不向きな軟弱地盤の箇所を通過する必要がある場合は、必要な路面

支持力の確保や路面侵食等を防止するため、砕石を施すなどの対策をとることを検討する。 

火山灰土など、一度掘り起こすと締固めが効かない土質の箇所で掘削を行う場合は、その土質

の深さに応じて、剥ぎ取ったり深層と混ぜ合わせる等の工夫を施すことを検討する。  

（３）２トン積トラックなど接地圧の高い車両が走行する場合には、路面支持力が得られるよ

う特に強固に締固めを行うとともに、必要に応じて荷重を分散させるため丸太組による路肩補

強工の実施について検討する。 

 

５ 排水施設 

 森林作業道は、路面の横断勾配を水平、縦断勾配を可能な限り緩くして波形勾配を利用した

分散排水を行うことを基本とし、必要に応じて簡易な排水施設を設置する。 

 このほか、次の点に留意する。 

（１）排水施設は、路面の縦断勾配、当該区間の延長及び区間に係る集水区域の広がり等を考

慮して、路面水がまとまった流量とならない間隔で設置する。 

（２）排水溝を設置する場合は、維持管理を考慮し、原則として開きょとする。 

（３）丸太を利用した開きょやゴム板などを利用した横断排水施設を設置する場合は、走行す

る林業機械等の重量や足回りを考慮する。 

（４）路面にコンクリート路面工等を設ける場合は、山側の地山とコンクリート路面工等の境

界からの地中への浸透水、地表面の侵食の発生、路面水の長い区間の流下等が生じないように

横断排水施設を設置する等による適切な排水を行う。 

（５）横断排水施設の排水先には、路体の決壊を防止するため、岩や石で水たたきを設置した

り、植生マットで覆うなどの処理を行う。 

（６）水平区間など危険のない場所で、横断勾配の谷側をわずかに低くする排水方法を採用す

る場合は、必要に応じて丸太などによる路肩侵食保護工や植生マット等で盛土のり面の保護措

置をとる。 

（７）湧水又は地形的な条件による地表水の局所的な流入又は滞水がある場合は、側溝などで

その場で処理することを原則とする。 

（８）小渓流の横断には、原則として暗きょではなく洗い越しを施工する。 

 洗い越しを施工する場合は、丸太や岩石を活用し、必要に応じてコンクリートを用いる。 

 洗い越しは、路面に比べ低い通水面を設けることで、流水の路面への流出を避けるようにす

る。 

 通水面は、水が薄く流れるように設計し、一か所に流水が集中し流速が高まらないようにす

ることにより洗い越しの侵食を防止する。 

（９）洗い越しの上流部・下流部に流速を抑えるための水溜を設ける横工は、渦や落差による
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侵食を引き起こすおそれがないように留意しながら、現場の状況、施工地の降雨量や降雨特性

を勘案の上、設置する。 

 

６ 伐開 

 立木の伐開幅は、開設区間の箇所ごとにおける斜面の方向、風衝等を考慮し、必要最小限と

なるよう、次の点に留意して決定する。 

（１）斜面の方向、気象条件等の考慮 

  ① 路面の乾燥又は植生の繁殖を促す必要のある箇所では、伐開幅を広めにする検討を行

う。 

  ② 植生が繁茂しやすく除草作業を頻繁に行う必要がある箇所、立木に風害、乾燥害を招

くおそれがある箇所では、伐開幅を狭めにする検討を行う。 

  ③ 林縁木の枝から滴下する雨滴により、路面又はのり面の侵食が発生しやす い箇所

は、伐開幅を広めにする検討を行う。 

（２）土質条件及び風衝の考慮 

  ① 締まった土砂又は粘着性の高い土質の箇所は崩れにくいことから、切土高が低い場合

には、伐開幅を狭めにする検討を行う。 

  ② 崖すい等粘着性の低い土質の箇所は、切土高にかかわらず崩れやすいことから、立木

が切土のり頭に残らないよう伐開幅を広めにする検討を行う。 

  ③ 風衝の影響を受ける箇所は、切土のり頭の立木が風で揺れることにより、土質条件に

かかわらず切土のり頭部の地盤を緩める原因となりやすいことから、立木が残らないよう伐開

幅を広めにする。 

（３）運転者の視線誘導等の考慮 

路線谷側に沿った立木は、路肩部分を保護し、林業機械等運転手の視線を誘導し、走行上の安

心感を与える等の効果が期待できることから、林業機械等の走行の支障とならない範囲で残存

することを検討する。 

 

第４ 周辺環境への配慮 

 森林作業道は、人家、道路、鉄道その他の重要な保全対象又は水道の取水口が存在する場合

には、その直上では極力作設しない。 

森林作業道の作設工事中及び森林施業の実施中は、人家、道路、鉄道その他の重要な保全対象

に対し土砂、転石、伐倒木等が落下しないよう、必要に応じて保全対象の上方に丸太柵工等を

設置する等の対策を講じる。 

 また、事業実施中に希少な野生生物の生息・生育情報を知ったときは、必要な対策を検討す

る。 

 

第５ 管理 

 森林作業道は特定の林業者等が森林施業専用に利用する施設であるため、施設管理者は必要

に応じてゲートの設置・施錠等により、一般の車両の進入を禁止するなど適正に管理をするよ

う努める。 

   また、間伐や主伐の作業期間のほか、造林や保育の作業期間等においても利用頻度及び

車両の走行性を勘案しつつ、崩土除去、路肩の強化、横断排水施設の設置、路面整正、枝条散
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布等による路面の養生等の路面・路肩の侵食防止措置等の維持管理に努める。 

 

 

（参考） 

○ 丸太組工 

 丸太組工は、丸太組により路体支持力を維持するものであり、現地資材を有効に活用できる

ほか、施工から数十年経過した事例もある。 

 この工法を採択する場合には、作設時の強固な締め固めが必要なことに加え、路体支持力を

維持していくため、丸太が腐朽した場合には、丸太を補強したり砂利を補給するなど、丸太の

腐朽を補う維持管理が重要である。 

 なお、林地の傾斜や、通行する車両の重量や交通量に応じて、丸太組工に代わるものとして

ふとんかごなどの設置も検討する必要がある。 

 

○ 表土、根株を用いる盛土のり面保護工 

 根株やはぎ取り表土を盛土のり面保護を目的として利用する場合には、土質、根株の大きさ

や支持根の伸び、萌芽更新の容易性などを吟味して判断する必要がある。 

 この工法を採択する場合は、集材方法を考慮し、路肩上部の根株が集材・運材作業の支障と

ならないように留意することが求められる。 

 なお、根株やはぎ取り表土は、路体構造として車両の荷重を支えるものではなく、あくまで

土羽工の一部と位置づけられものである。これについて工法本来の趣旨を誤解、逸脱した施工

事例が多く見られることから注意が必要である。 

 また、根株や枝条残材などの有機物を盛土路体に完全に埋設して路体を構築することは、腐

朽の進行により盛土崩壊を引き起こしたり路体支持力を損なうおそれがあるため行わない。 


